





































































































































































































































が、最低 2年間は現状変更を止めることができる（文財法112条 2 項）。もう一
つは、文化庁が腹をくくって、国史跡に緊急指定する方法がある。この手段






































































































































































































































































































































































































































ルであったが（旧建築法施行令 8条 4項 3号による事前承認制度）、現在は文
化財保護法とその施行令により、500メートルが環境保全の範囲と定められて
いる。
こうして見ると、現行法の制度がいかに国際水準から遅れたものであるかが
よく分る。遺跡保護制度も、実質的には1954年に改正したものと大きくは変
わっていない。この間60余年、文化財行政体制は格段の充実をとげ、国や地方
の財政状況も戦争後を脱しきれていなかった60年前とは様変わりしている。い
ま、これを強制力のある制度に変えることは、文化に対する国の責任であり、
（6）
（ 7）
（ 6 ）　これについて、椎名「歴史的環境の保存と生涯学習」『大学改革と生涯学習』（山梨学
院生涯学習センター） 4号2000年14頁以下参照。
（ 7）	以下、韓国の制度については、韓国文化財保護法研究の第一人者である、元忠北大学
教授呉世卓博士の解説による。
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遺跡保護制度の改善のために―最終的提言
いま生きているわれわれの、将来世代に対する責任である。
